
 

平成 31年 1月 16日 

空港施設株式会社 

 

 

東京国際空港給排水施設営業者の選定（結果）について 

 

 当社は、平成 31年 4月からの東京国際空港給排水施設営業者公募に係る応募を行った結

果、国土交通省東京航空局より営業者として選定されましたのでお知らせいたします。 

 

以 上 

 

 

【本件に関するお問い合わせ先】 

 空港施設株式会社 広報室 

 電話（03）3747-0251（9：00～17：00）※土日祝日を除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



平成31年 1月11日 

東 京 航 空 局

東京国際空港給排水施設営業者の選定について

東京国際空港給排水施設営業者を選定したので選定結果をお知らせします。

国土交通省東京航空局（以下、「当局」という。）は、「東京国際空港給排水施設営業

者」(以下、「営業者」という。) の選定を行ったので、結果を公表します。 

営 業 者 ： 空港施設株式会社 

○営業者選定方法

営業者を選定するため、「東京国際空港給排水施設営業者選定審査会」（以下、「審査

会」という。)を設置し、審査会において応募書類の審査を行い、営業者を選定した。 

○審査の概要

１．応募の状況

平成３０年１０月１６日に公募を行い、平成３０年１１月１９日から平成３０年１１月２８日

までを応募書類受付期間としていたところ、１者から応募があった。 

２．第一次審査（参加・資格要件に関する事項） 

応募書類をもとに、応募者の参加・資格要件を確認した。 

３．第二次審査（提案に関する事項） 

応募書類をもとに、提案評価点、価格評価点を算定し、総評価点を算定した。 

第二次審査の結果は以下のとおりである。 



（単位：点） 

空港施設株式会社 

提案評価点 ５００点満点 ２６１．２５ 

価格評価点 ５００点満点 ５００．００ 

総評価点 １０００点満点 ７６１．２５ 

４．営業者選定 

審査会の審査結果を踏まえて、空港施設株式会社を営業者として選定した。 

○事業概要

１．事業目的 

営業者が給排水施設の管理・運営を行うことにより、空港の機能向上を図ることを目的

とする。 

２．事業概要 

営業者が実施する事業は、空港管理規則（昭和２７年運輸省令第４４号、以下、「空管

則」という。）に基づく構内営業の承認を必要とする東京国際空港給排水施設の管理・運

営である。 

３．事業期間 

事業期間は、営業開始日から平成３１年度末までとし、その後については営業者

の申請により更新可能とし、当局が特段の意思表示をしなければ営業開始日から最

長５年を事業期間とする。 

ただし、事業期間の満了の前に、国有財産法第 18 条の許可又は空港管理規則第 12 

条の承認の期間が更新されずに満了し、又は当該許可若しくは承認を取り消された

場合には、その満了日または取消し日をもって事業期間は終了するものとする。 

なお、営業の開始は平成３１年４月１日とする。 

４．営業者の概要 

（１）法人名  空港施設株式会社

（２）本社所在地 東京都大田区羽田空港一丁目６番５号第五綜合ビル

（３）代表者名 代表取締役会長 髙橋 朋敬



（４）事業目的

１．空港における次の各事業

①不動産の賃貸、売買、管理、仲介及び鑑定に関する事業

②熱供給に関する事業

③上下水道施設の管理に関する事業

④汚水処理等の水処理に関する事業

⑤電気通信に関する事業

⑥その他空港に関連する施設の運営、管理、賃貸に関する事業

２．空港周辺における前号に掲げる事業 

３．建設工事に関する事業 

４．前号に係る調査設計工事監理に関する事業 

５．事務用機器、電子応用機械器具、車輌、航空機、航空機部品、その他航空・宇宙 

関連機器、搬送機器等のリースに関する事業 

６．不動産の賃貸、売買、管理、仲介及び鑑定に関する事業 

７．貸会議室の所有、賃貸、管理、運営に関する事業 

８．駐車場の所有、賃貸、管理、運営に関する事業 

９．ホテルの所有、賃貸、管理、運営に関する事業 

１０．飲食店及び喫茶店の経営に関する事業 

１１．物品販売に関する事業 

１２．再生可能エネルギーに関する事業 

１３．一般廃棄物及び産業廃棄物の収集運搬、処理に関する事業 

１４．金銭の貸付、債務の保証等に関する事業 

１５．前各号に関する国外における事業 

１６．前各号に付帯関連する事業 

問合せ先： 

国土交通省東京航空局空港部管理課業務係 

電話：03-5275-9317 

FAX ：03-3221-3687 


